
64 
 

財団法人 オイスカ 
 

活動名 タイ・東北部（スリン県・コンケン県）における学校林造成および体験型環境教育活動 

活動区分 イ．国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動 

活動形態 a. 実践 

活動分野 h. 総合環境教育 
活動の背景 
 対象地域であるタイ東北部は、劣化した土壌や厳しい気候などが原因し国内でも最貧地域と言われている。主
産業である農業も、森林率の減少と、それが原因で生じる干ばつや洪水などの自然災害のため、思うようになら
ないのが現状である。更に温暖化や森林減少により、こうした異常気象が頻発している。また、貧弱な土壌を補
うために多用される化学肥料が、更なる土壌の劣化を招くという悪循環を生んでいる。 
 このような劣化した土壌の再生や環境改善には、地域社会での地道な植林活動が必要であり、植林や有機農業
の指導等を行うことによって、豊かな土壌や健全な環境を取り戻すことが期待される。また、こうした地道な活
動には、次世代を担う子供たちをはじめ、地域住民の理解は不可欠であり、実践型環境教育を通じてその必要性
を真に理解させ、継続的で自主的な活動へと発展させることにつながる。 
活動概要 
東北部スリン県及びコンケン県の学校を対象に、以下の活動を実施する。 
＜体験・実践＞ 
・ 学生及び学生の両親や村人を対象に、有機農法から「循環型環境保全」について学ぶ実践学習を実施 
・ 農業、植林、環境教育、という3本の柱を元に、環境に配慮した循環型社会のモデルケースを作り出す 
・ 対象校の学生へ、地域住民との協力によるネイチャーキャンプの実施 
・ 学校の敷地または村落共有地への植林、および昨年度植林地を含む管理作業 
＜実習＞ 
・ 自然素材を活用した草木染指導などを通じ、環境保全と活用方法について指導 
・ 各学校、各地域の環境教育担当教師と外部団体との全国セミナーを実施 
・ 紙やプラスチック等のリサイクル活動の実習 
＜啓発活動＞ 
・ 日本人ボランティアと児童、住民との交流・協働を図り、国際理解教育の場として活用 
・ 他団体、NGOとの協力により、展示会への出展、啓蒙・啓発活動を実施 
期待される効果（目標と将来像） 
・ 植林や管理作業、手入れにより、約3 haの山林地が形成される。 
・ 緑化活動と学校林の整備、有機農業などにより、地域の土壌が改良される。 
・ 有機農法の手法が貧困層の住民に理解されることにより、各家庭の生活向上も可能となる。 
・ 環境保全型農業の手法が拡がり、住民レベルでの生活と環境保護の両立が可能となる。 
・ 体験を通じた環境教育により、子どもたちの環境への関心や知識が高まる。 
・ 地域住民の環境保全への意識が高まり、周辺地域での緑化活動が活発化する。 
・ 緑陰や防風、防音、リラクゼーション作用など、樹木の作用効果を受けられる。 
・ 学校や地域はもとより、他団体や公的機関を巻き込みながら協力して活動を図ることにより、地域全体の環
境への啓蒙が可能となる。 
・ 教職員の環境教育や体験学習に対する意識・技術が向上し、教育の質が高まる。 
・ 全国的なセミナーの実施により、地域的な普及にとどまらず、全国規模での普及活動が可能となる 
・ 活動に関わるスタッフの各種能力が向上し、効率的で質の高い事業運営が可能になる。 
・ 地域住民の参加意識が高まり、国際理解教育の場として活用される。 
助成1年目の実施内容 

東北部スリン県及びコンケン県の学校を対象に、2008年4月から2009年3月までの1年間で以下の活動を行っ
た。 
① 対象校の学生を対象に、地域住民や学校との協力によるネイチャーキャンプを実施 
② 学校の敷地または村落共有地への植林及び管理作業 
③ 学生及び学生の両親や村人を対象に、有機農法から「循環型環境保全」について学ぶ実践学習を実施 
④ 学校林を利用した自然散策道（自然学習の道）を利用し、樹木や薬草について学習 
⑤ 自然素材を活用した草木染の指導やリサイクル品作成の指導 
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⑥ 地域住民や学校教師との話し合いや、各種展示会への出品等、地域への啓蒙活動 
⑦ 日本人ボランティアと児童や地域住民との交流や協働を図り、国際理解教育の場として活用 
⑧ 他団体、他NGOとの協力により、活動をより広範なものへする 
助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 
東北部スリン県及びコンケン県の学校を対象に、2009年4月から2009年9月までの6ヶ月間で以下の活動を行
った。 
① 有機農業（きのこ栽培、野菜栽培、果樹栽培、稲作、薬草植物栽培、EM作り、家畜飼育等） 
② 植林活動、植林地の管理作業 
③ 環境教育キャンプ（ネイチャーキャンプ、環境劇のためのキャンプ、芸術研修活動） 
④ 草木染、オーガニック洗剤作り 
⑤ 子供の作品・環境教育の展示会、ワークショップ 
⑥ リサイクル活動（紙リサイクル、プラスチックリサイクル、リサイクル品作成の指導） 
⑦ 学校の先生や村人との会議を行い、活動のことを話し合い、今後の活動についての計画を立てる 
⑧ 子供や地域の住民に有機農業・環境保全や植林活動の指導を行う 
⑨ 日本人ボランティアと児童や地域住民との交流や協働を図り、国際理解教育の場として活用 
⑩ 他団体、他NGOとの協力により、活動をより広範なものにする 
⑪ 子供に村の環境についての研究の指導を行う 

 
（今後の実施スケジュール） 
  2009年10月～11月        環境保全型有機農業の指導 
  2009年10月～12月        環境教育キャンプの実施 
  2009年11月            展示会、ワークショップなどの実施 
                   農産物加工の指導 
 2009年10月～2010年3月     エコ製品の体験指導実践、作成 
 
 2010年度には、環境教育の推進、エコ製品作り、有機農業、植林管理作業の活動の自立と持続に力を入れる。
 
これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価] 
＜量的変化＞ 
・ 学校や地域における緑地が増えた。 
＜質的変化＞ 
・ 子供たちが徐々に活動の内容に慣れ、以前よりも主体的に参加している。植林地の管理作業を担当するグ
ループを作り、効率的かつ責任をもって管理している。 
・ 本事業による活動をきっかけに、学校自体も資金を出して活動を始めるなど、自助努力による活動への取
り組みも現れている。現在、まだオイスカから指導や道具・材料の支援を受けているが、今後自立してい
くような傾向が見られる。 
・ 環境保全に対する村人の意識が向上しつつある。子供たちと共に環境教育の指導を受け、実際に有機農業
（稲作、薬草・野菜栽培等）を実践する中で、自分たちの村の土地でも有機農業を実施したいという声が
高まっている。 

[反省・課題] 
＜人不足＞ 
それぞれの学校の担当教師が一人であり、学校の仕事との両立になるため、連絡調整が遅かったり都合が合わな
かったりすることがある。 
解決策：学校や村の代表者と会議を行い、できるだけたくさんの人を巻き込みながら一緒に計画を立てる。 
 
＜家畜害＞ 
１年目には、牛や水牛が植林地に侵入し、苗を傷めてしまうことがあった。 
解決策：子供たちに担当グループごとに分かれて頻繁に管理してもらう。 
 
[今後の展望]  
 地域や学校の環境保全・整備の向上のため、今後は活動の自立と持続が重要となる。本助成事業終了後も活動
が自立継続していけるよう、３年目には子供たちや地域住民が環境への理解を深めると同時に、実践活動のため
の知識と経験をさらに身に付けられるよう活動を実施していく。 
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財団法人 キープ協会 
 

活動名  フィリピン北部山岳地域における青少年育成のための環境教育推進事業 

活動区分  国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動 

活動形態  知識の提供・普及啓発 

活動分野  総合環境教育                                    

活動の背景 

 フィリピンのルソン島北部山岳地域は現在も少数民族が自給自足に近い生活を営んでいるが、社会情勢の変化

により現金収入を得るため、森林を伐採して野菜栽培を行うようになって自然環境の破壊と農薬などによる土壌、

水質汚染が広がっている。地域の行政組織や住民たちは環境問題や廃棄物処理に対しての意識が低い。この問題

を解決していくために、地域で環境リーダーとなる青少年や教育関係者を対象にした環境保全のための環境教育

が必要であり、環境に対する意識向上を促して、地域住民の参加による活動を推進させていくことを目的とする。

 

 

活動概要 

 バギオ市に拠点のある環境ＮＧＯ団体の協力により、コーディリエラ地方６州の青少年と教育関係者を対象に、

参加型の環境教育普及啓発と地域の文化や伝統的な暮らしを生かしたモデル環境教育プログラムづくりを展開す

る。学校では環境セミナーを開き、環境保全に取り組むリーダーを育成する。青少年たちが環境について学ぶ成

果として環境演劇を制作、地域住民が参加する環境イベント「エコサミット」を開催して、環境教育プログラム、

講演会、写真展示など環境保全に対する関心を高める事業を実施する。 

 

 

期待される効果（目標と将来像） 

 環境教育セミナーは青少年と教育関係者を対象に６州の地域で年間６回開催する。環境情報の少ない青少年た

ちがセミナーやイベントを通して地域にある素晴らしい環境と独自の文化を再認識することで、環境問題解決に

向けてコミュニティで活動していく。教育関係者を対象にしたセミナーは、後に青少年及び住民に直接指導する

ことで、地域全体で環境に配慮した生活をするようになる。イベントに参加した他の青少年たちと交流すること

によって、将来的に環境ネットワークの構築が期待される。 

 

助成1年目の実施内容 

バギオ市に拠点のある環境ＮＧＯ団体の協力により、山岳地域６州の村とのネットワークを築いて、環境教育

セミナーや環境イベント「青年エコサミット」を開催した。 

環境保全のための環境教育セミナー「エコキャラバン」は青少年と教師を対象に13回開き、農村コミュニティ

でも多くの人が環境問題に関心を持つようになり、環境保全活動を推進する機会となった。小学校や高校でのセ

ミナーは、環境教育という新しい分野のプログラムに教育関係者から高い関心が寄せられた。 

エコサミットは、山岳地域の２ケ所で開催して1000人以上が参加、青少年たちが環境保全に取り組む成果とし

て環境演劇の上演、会場では環境写真展、環境ビデオの上映などを行った。 

環境カリキュラム制作は、環境セミナーを開催した学校の教師を中心に進められ、青少年の身近に起きている

環境問題を考え、環境教育指導者の育成とそれぞれの学校で自主的な環境教育に取り組んでいくための教材とし

て活用されることになった。 

地域住民参加型のエコサミットは山岳地域で評判となり、他地域の地方政府からも開催要望が寄せられるように

なり、広域的な地域の環境保全と地域振興に役立っている。 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

 助成１年目と同様の事業を実施する。 

 山岳地域６州から１ケ所ずつ環境教育を実施するモデル村と学校を選び、青少年と教育関係者を対象にした環

境問題と環境保全をテーマにしたセミナーを開催する。 

 昨年度、制作した環境カリキュラムをテキストして活用、環境教育の専門家が学校で教師が環境教育を取り入

れるためのセミナーを実施する。 

 青年エコサミットは各地から開催の要望があるが、12月上旬にマウンテン・プロビンス州タジャンとベンゲッ

ト州マンカヤンでの開催が決まっている。イベント内容は環境教育プログラムとワークショップによる指導、高

校生による環境演劇の上演、環境保全の写真展、ビデオ上映会などを予定している。環境演劇の制作は、高校生

たちが環境問題をテーマにした創作演劇、伝統的な音楽、アートを取り入れながら環境について学び、専門家が

学校に行って演劇指導を行っている。 

 青少年たちの環境演劇を充実させるために、地域で活動するリーダー養成の環境ファシリテーター講座を開い

て、コーディリエラ地方から参加者を募って実践的なトレーニング・プログラムを実施して指導者を育成する。

 ３年目は 今年度の事業のほかに、環境をテーマに日本とフィリピンの交流イベント開催を企画したい。  

 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

 エコキャラバンと題した環境セミナーは６州全ての地域で好評であった。小学校向けの環境教育ワークショッ

プは日本人スタッフがファシリテーターになり、キープ協会の環境教育プログラム手法を取り入れたプログラム

を楽しみながら環境教育を教えることができた。エコサミット会場のイフガオ州マヨヤオではキープ協会のスタ

ッフが環境教育プログラムを指導、参加した高校生たちは自分たちのアイデンテティと地域の素晴らしさを再認

識することになり、大きなインパクトを与えることができた。  

 

[反省・課題]  

 エコサミット会場はかなり山奥であったため、連絡や運営などが大変であった。２ケ所の村で続けて開催した

が、会場が離れており移動に１日かかってしまった。悪天候により参加者の乗ったバスが山中で立ち往生するな

ど会場選びを配慮する必要があった。 

 環境演劇では、鉱山問題などで賛成派と反対派が分かれている地域があり、参加予定の高校生の家族から政治

的な活動と思われて参加させないということがあり、事前のプログラム説明が不足していた。 

 環境カリキュラム制作には６州の学校から先生を推薦してもらったが、教育現場で活躍する若手の教師に参加

してもらいたかった。 

 

[今後の展望]  

エコサミットを開催する村はバギオ市から１日以上かかる山岳地域にあり、ほとんど外部との交流がないコミ

ュニティが多く、イベントやセミナーを開催するためには地方政府の教育委員会の協力が必要である。海外パー

トナー団体(ＣＧＮ)のスタッフなどの出身地などのつながりを生かして協力関係を築いていく。エコサミットに

は日本から環境ＮＧＯのボランティアなどが参加してくれることで、閉鎖的なコミュニティにとって大きな刺激

となって環境問題に取り組む姿勢と環境保全の関心を持たせることになる。 

コーディリエラ地方の村で青少年たちが環境について学ぶ機会を与えることで、環境保全に対する意識を高め

る波及効果は大きく、自然と人のよりよい関係を推進していくことが期待される。 
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（特定）アフリカ地域開発市民の会(CanDo) 
 

活動名 地球温暖化による気候変動に対応するための子どもと地域住民の環境意識と技能向上事業 

活動区分 イ．国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動 

活動形態 a.実践 

活動分野 ⅰ．総合環境保全活動 

活動の背景 

 対象地域であるケニア共和国ムインギ県ムイ郡では、半乾燥地という自然環境の厳しさに加え、移住による人口集
中、現金を必要とする生活形態への変化に伴う過剰な焼畑・過耕作や炭焼きへの依存など、人為的な圧力による植生
破壊や土壌流失・土壌劣化が起こっており、地域の砂漠化（生物多様性の低下・土地荒廃）は確実に加速化している。
しかし、住民間での環境問題への危機・対処意識は低い。これは、日々を生き抜く生活の中で、長期的視野にたつ環
境保全の取り組みは優先順位が低く位置づけられることと、過去の援助機関が実施してきた環境事業の多くが、食料
供与などを条件に住民の労働参加を動員してきたことによる、食料獲得という短期的な目的が環境保全活動に参加す
る動機として住民間で定着し、自律的かつ持続可能な環境保全活動・環境意識の形成を難しくしているということがあ
る。これらの状況・条件に加え、近年の気候変動に伴う不安定な降雨状況・環境のさらなる脆弱化は、地域にとって危
機的状況となっており、住民の生活を短期的にも長期的にも圧迫している。 

活動概要 

 対象地域において住民が生活基盤を強固にし、変化する状況と、連動しあう深刻な複数の不安要素のなかで、
自らの生活を確立してゆくには、生活とそこに関わる様々な問題を複合的視点から分析し、状況に適応してゆく
力を獲得することが、今の生活を支え、将来の地域を自律的につくってゆくために重要であると考え、当会は対
象地域において特に教育・保健・環境保全を切り口に、地域総合開発をめざし、環境保全事業においては、環境
変化に住民が自律的に対応するための知識・技術の提供と、より住民に近い位置で改善のための知識・技術の実
践に関わることで、個々の事象・問題への対応と、それらを生活スタイルに組み込み、総合的に生活を向上させ
てゆく住民の活動に協力する。 
対象地域の住民に対し、近年の気候変動に適応する生活基盤を確立するための農業技術、土地の利用、野生植
物の有効活用・保全などの知識・技術を当会環境専門家が村での訪問研修および個別訪問指導によって提供し、
またそれらを実践として生活レベルへ取り込んでゆくことを促進する。同時に、小学校における実践的な環境活
動と、意欲のある教員による日常の授業での環境教育の実践を研修及び学校訪問を通じて促進することで、将来
地域を担ってゆく子どもの環境に対する理解と関心の向上を促す。また、成人学級へもアプローチをし、教育現
場を通した成人のための包括的な環境理解と技能の獲得を奨励するため、成人学級教員と環境教育を開発する。

期待される効果（目標と将来像） 

・ムイ郡の住民もしくはグループメンバーが環境変化に適応してゆくために重要と思われる知識・技能を得る。
（本年度目標：10ヵ所×訪問研修2回×10人＝200人） 
・ムイ郡の住民もしくはグループメンバーのなかで、環境変化に対して生活基盤強化につながる行動の事例が収
集される。（本年度目標：7事例） 
・ムイ郡の小学生が、環境活動と関連付けた理科学習の促進により、理科の成績を向上させる（目標：ケニア統
一初等試験での理科平均点が3年間で10%向上）。活動を通し、生徒の間で、環境への理解･関心も深まる。 
・ムイ郡の小学校で環境活動･教育が実施され（本年度目標：3校）、授業案が全小学校へ共有され、平成22年度
末までに小学校の教員の間で、教授意欲が高まる。 
・ムイ郡の成人学級において環境保全の実践的な技術・技能を促進する授業が実践された事例が収集される。（目
標：3学級） 

助成1年目の実施内容 

①関係者との会議 
 ＜参加者＞ １．ムイ郡長・区長・助役  ２．ムイ教育区教育官・ムイ教育区小学校長 
 ＜目的＞  事業開始の合意及び事業展開に関する意見交換 
②地域対象事業－村訪問 
 ＜訪問数＞ １．調査：26村訪問 ２．村訪問：8地域49回  
 ＜目的＞  地域住民の日常に根付いた環境変化への適応の取り組みを促進する 
 ＜内容＞  １．家庭訪問を通じた話し合い聞き取り ２．環境変化への適応に必要と見られる知識・  
       技術の提供 
③小学校対象活動－小学校訪問・学校での会議 
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 ＜訪問校＞ ムイ教育区全23校 
 ＜目的＞  １．環境活動の実態調査 ２．学校のイニシアチブによる活動立ち上げ・促進 
 ＜内容＞  校長・担当教員からの聞き取り、話し合い、当会からの技術提供 

助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

①地域対象活動 
・平成21年4月～6月：村訪問をとおして10の主要対象地域(村またはグループなど)を確定 
 各主要対象地域定期訪問 
・平成21年7月～9月：各主要対象地域定期訪問 
 環境に関連する知識・技術の提供のための訪問型研修 
・平成21年10月～12月：各主要対象地域定期訪問 
環境に関連する知識・技術の提供のための訪問型研修 

・平成22年1月～2月：各主要対象地域定期訪問 
②小学校対象活動 
・平成21年4月～6月：学校訪問をとおして環境活動に意欲的な学校と実践計画のための話し合い 
・平成21年7月～12月：授業における環境教育実践状況の聞き取り調査 

環境活動実践の促進－助言・資機材供与、環境教育の促進と授業案の収集 
・平成22年1月～2月：環境教育授業案の全23小学校への共有（学校訪問及び関係者会議） 
③成人学級対象活動 
・平成21年6月：関係者との会議（事業進捗および計画報告と意見交換） 

成人学級教員対象環境教育案策定のための訪問・会議 
・平成21年7月～22年2月：授業における環境教育実践の促進 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  
①地域対象活動 
当初の予定より変更したことで、具体的な活動形成まで時間がかかったが、初年度においてムイ郡内全体で 8
か所の優先地域を特定し、13 回の学習会を含む計 49 回の訪問をこれらの地域に行なった。そして、訪問の中で
住民との関係づくりと問題の発掘、そこへの協力を開始することができた。各地域の特性を生かしながら介入を
しているため地域により進捗状況にはばらつきがあり、本事業を通して具体的な対応のための動きを作るに至っ
た地域もあれば、様々なことに起因してなかなか取り組みには至らない地域もある。 
②小学校対象活動 
各学校の自発性を促進するため、各小学校を直接訪問し関係者、特に学校内の活動において管理者の立場にあ
り、活動の実施・継続性に大きな影響力のある校長と話をし、本事業および当会より可能な協力について説明す
ることを通して、学校側か自主的に活動開始に至ることを促進した。 
[反省・課題]  
①地域対象活動 
知識・技能の提供にとどまらず、これらの地域住民が現実的なかたちで環境変化への対処行動を喚起すること
を訪問と適切な介入を通して促進する。 
②小学校対象活動 
多くの学校では実施にむけての自発的な活動は見られておらず、環境活動が開始されずに止まっているのが現
状であり、課題である。 
[今後の展望] 
①地域対象活動 
対象地域内の村またはグループを単位とした住民の中で、環境変化に対応する生活技能の獲得が知識・技術の
具体的な実践過程において促進される。 
②小学校対象活動 
今後は、活動の継続性にとらわれすぎず、学校の目的や方向性に合わせた活動の促進とそこに可能な協力を行
なってゆくとともに、環境活動に意欲・関心のある教員の発掘と、活動の有無にとらわれず、実践的な授業を通
しての子どもの環境への興味・関心の向上を促進してゆく。 
③成人学級対象活動 
地域対象活動及び小学校対象活動の形成に時間を要したため、成人学級においては取り組めていないのが現状
であり、課題である。しかしながら、地域対象の活動より、地域の大人たちの知識や技術提供への意欲・関心は
積極的であると観察されているため、今後具体的な活動形成を急ぐ予定である。 
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（特定）アジア砒素ネットワーク 
 

活動名 メコンデルタの飲料地下水汚染問題に対する調査研究と環境改善 

活動区分 イ、国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動 

活動形態 ｄ．調査研究 

活動分野 ｄ．大気・水・土壌環境保全 

活動の背景 

 メコンデルタの発達形成史の研究中に、飲料地下水のヒ素汚染が確認された。同様の報告はいくつか見られる

が、その規模や汚染のメカニズムについては充分な調査が実施されておらず、被害の実態も明らかにされていな

い。現在、現地では、生活環境の変化から地下水利用が急激に進んでおり、深刻な健康被害の発生が懸念されて

いる。 

活動概要 

 ヒ素汚染による被害をくいとめるには、①汚染の実態を把握し、②そのメカニズムを明らかにすることで、③

人体への曝露を阻止することが必要となる。飲料地下水のヒ素汚染から住民の健康を守ることを目的とし、ベト

ナム科学技術アカデミー研究所をはじめ、現地の関係者と協力しながら問題解決にあたる活動を3カ年計画で策

定した。汚染の実態把握を目的とした調査を実施し、そのメカニズムについて研究を開始し、その知見を基に問

題解決の道を模索している。 

 

 

期待される効果（目標と将来像） 

 緊急の課題としては重篤なヒ素中毒症の発生を防止することであり、目標は、汚染地に住む住民が、安全な飲

料水を確保し、健康な生活をおくれるように手助けをすることである。 

 活動地域では経済の発展とともに生活様式にも変化が見られ、地下水の安全性についての検討がほとんどなさ

れないまま、灌漑水や生活水、飲料水への利用が進んでいる。一方、調査結果では、地下水にはヒ素をはじめマ

ンガン、リン酸、アンモニアなど多様な物質が安全基準以上に含まれている。 

 将来にわたり安全な生活環境を確保するには、命に直結する飲料水利用のみならず、総合的な水利用のあり方

を含め、環境保全の重要性を現地関係者と共有してゆきたい。 

 

 

助成1年目の実施内容 

事前協議をふまえ、6月に現地カウンターパートの共同研究体制を確立し、第1次調査（踏査・地下水簡易分

析・ラボ分析）を実施した。この調査結果を検討し、11月のヒ素フォーラムで発表するとともに、第2次～第4

次の現地調査を12月から3月にかけて実施した。第2次～第4次調査は、地下水調査（フィールド調査・ボーリ

ング調査・ラボ分析）、水質・微生物生態の研究、ボーリングコアによる地質調査、珪藻遺骸群集調査、ヒ素除去

実験、医学的スクリーニング調査と多岐にわたるものとなった。 

現地調査のたびに現地関係者とのミーティングを実施し、課題を明らかにするとともにその取り組みについて

充分な協議を重ねた。 

 また、調査に並行して逐次その解析を進め、その成果は定期的に国内で開く拡大事務局会議で報告、意見交換

のうえ更に研究を進めることとした。現在も継続して、調査研究の解析や汚染メカニズムの解明に取り掛かって

いる。 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

 ２年目になる今年度は、初年度の成果を踏まえ汚染メカニズムを解明することが主なテーマである。ドンタッ

プ省タイ島を中心としたメコン河流域において、次の活動を継続して行う。 

１、（データの解析評価）現地ラボの水分析結果を含め、初年度調査データの解析を引き続き行い、汚染の広がり

や地下水汚染物質の総合的な検証を行う。 

２、（水文地質的補充調査）地下水の動態を正確に把握するために、観測井3本と河川水位などの継続観測、並び

に雨季の水質変化を調査するとともに、モデル地域の水文地質調査を拡充して行う。 

３、（水利用に関する社会的基礎調査）雨水・表流水・地下水を構造的にとらえた水利用のあるべき姿を探る。 

 以上の活動は、現地調査として６月に第1次調査、８～９月に第２次調査、１２月に第３次調査を実施する。

また、国内においてはそれぞれの担当分野の研究を深めながら、その成果は月１回程度の拡大会議で報告しあい、

検討を深める。また、１１月のヒ素フォーラムで公表し意見交換を行う。 

３年目の主たるテーマは、安全な飲料水確保である。雨水利用、表流水利用、地下水利用のそれぞれのあり方

について現地関係者と充分な協議を行いながら、協同して安全な飲料水確保のモデルを確立し、以後の総合的な

水利用の指標となるようにしてゆきたい。 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

 ３ヵ年計画のなかで、これまでの活動実績はほぼ計画通りである。広域調査から焦点を絞り、改善事業にむけ

たモデル地域を設定し、汚染の実態は把握できた。現在は汚染機序の解明から問題解決のための情報収集に精力

的に取組んでいる。この活動には、問題解決の精度をあげるために各領域の専門家が参画してきており、活動の

領域や規模は、当初考えていたよりも拡充されている。これも成果の一つである。 

 また社会体制の違いから、現地での活動は全て地域政府の許可が必要であるが、この点についても現地カウン

ターパートとの共同研究体制が確立できたことから、順調に進んでいる。活動の研究の成果を地域に還元し問題

解決を図るためには、活動地域の社会体制に充分配慮されたものでなければ成功しないことから考えると、活動

が評価され、問題意識を共有化してきたこの間の関係作りは有効であると考えている。 

 

[反省・課題]  

 初年度は、現地調査が年度後半に集中したことから、活動の日程調整には苦労した。しかし、これは多様な人

材の参画を促し、活動の拡充にと繋がった。調査活動が年度後半に集中した原因は２つある。１つは、日本とは

社会体制の異なる国で調査活動を実施するためには、各種の手続きを含め丁寧なすりあわせを行い、信頼関係を

構築することが必要であり、許可を得るにも相当の時間を要したこと。２つ目は、現地関係者を含め共同研究者

間のスケジュール把握がずれ込んだことである。 

 ２年目の現在は、計画立案を早めに立てるとともに事前調整を前倒していること、地方政府も活動を評価して

いることから改善が図られている。 

 

[今後の展望]  

３年目は、調査研究から安全な飲料水の供給事業に取組むことになる。地下水の汚染物質は想定以上の種類で

あり、それぞれ濃度も高い。まず調査研究結果を、汚染の実態からそのメカニズムまで整理し報告しなければな

らない。そのうえで、安全な飲料水確保のモデルを提示し、普及を図ることになる。 

安全な飲料水確保のモデルを研究開発することまでは、そのプロセスも含め検討されている。一方、普及を図

るには現地の社会体制を念頭に関係各所を調整し、許可を得なければならない。また地域住民への丁寧な説明が

不可欠である。これまでの活動を踏まえ現地で受け入れやすい問題解決の方策を探りたい。 
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日本環境ジャーナリストの会 
 

活動名 生物多様性とジャーナリズムの報道手法に関する日中韓セミナー 

活動区分 イ．国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動 

活動形態 ｂ．知識の提供・普及啓発 

活動分野 ａ．自然保護・保全・復元 

活動の背景 

○現状・問題点 

昨年度、日中交流セミナーを行い、実践者と報道者のセットで実施することの有効性を確認した。日中に韓国

を加えた３カ国は、一衣帯水の環境圏を共有し、また文化や政治・経済制度でも共通点を持つ。「人間のいる生物

多様性」を保全し、経済活動を行う際の考え方、方法でも欧米とは別のあり方を世界に提示しうる可能性を持っ

ている。しかし、3カ国の実践者・報道者の交流は少なく、相互の理解も進んでいない。 

生物多様性の価値を市場経済の中で評価する努力が、欧米を中心に行われている。市場経済中心の欧米では有

効な方法と思われる。しかし、市場経済に加え、自給経済、協同経済、統制経済も混在する日中韓では、他の方

法も検討される必要性がある。例えば、自給経済を支える入会権、協同経済のツールである産直などの手法は、

生物多様性の保全の役割も果たしているとは言えないだろうか。 

これらを踏まえながら、3 カ国の実践者・報道者とで、東アジアの特質を踏まえた開発モデルの構成要素を世

界に提起し、その方面の議論を世界的に刺激する一助とする。このような観点からの試みは今まで行われてこな

かった。 

○活動の必要性・妥当性 

市場経済に加え、自給経済、協同経済、統制経済も混在し、時にそれらが市場経済を凌駕するという国は、日

中韓だけではない。他のアジア、アフリカ、ラテンアメリカにも同様の構造が見られる。したがって、日中韓で

役立つ方法は、それらの国でも普遍性を持つ可能性がある。 

また、自然の領域が、人間の生産活動の場と隣接ないしは、包含されているという点でも上記の地域は共通して

いる。そうした地域で「人間のいる生物多様性」を保全する手法は、自然と人間が離れている欧米とは別のもの

が要求されるはずである。 

つまり、日中韓で妥当する持続可能な開発の方法は、それ以外の世界でも普遍性をもつ可能性がある。その要

素を現場取材と議論により導き出し、世界に発信することは、第１０回生物多様性締約国会議（COP10）の前年に

しておくべき作業と思われる。 

 

活動概要 

本基金の援助を受けて活動している森林塾「青水」のフィールドである入会権を活用した地域づくりが進む東

京の水源・群馬県水上町藤原に、日中韓で持続可能な開発に取組む実践者・報道者が集まり、現地から学ぶ。同

時に、それぞれの経験を披露しあい、東アジアに適した「人間のいる生物多様性」の保全と開発に関し、議論と

報道のあり方について検討を重ねる。 

その内容を、一般向けの講演会で東京と群馬県水上町で披露すると同時に、参加者自らが国内外に向けて報道

する。この方法は基金に提出した「日中環境ジャーナリスト・ＮＧＯ交流シンポジウム」に詳しい。「青水」とも

協働し、成果が地域を超えて国内外へ伝播していくことを意図する。 

 

期待される効果（目標と将来像） 

日中韓３カ国に適した「持続可能な開発」の手法と報道のあり方が世界に提示される。それは世界の他の地域

にも普遍性を持つ可能性がある。第10回生物多様性締約国会議を前に、その方面の議論を世界的に刺激する一助

となる。 

内容と過程を報道することで、一般への啓発活動が行われる。 

参加した日中韓の実践者・報道者の間でいつでも協力しあえる関係がつくられる。  
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助成1年目の実施内容 

 中国の「持続可能な開発」の実践者と、彼らを報道する記者をセットで日本に招聘し、彼らと日本の「実践者」

と記者との交流（公開シンポジウム、討論会）を日本で行った。交流を通じ双方の「経験・技術・ビジョン」の

批判的検証と共有を行う。終了後、報告書を作成し、参加した日中の関係者、関係機関に配布した。 

まず、人選、交渉を行い、前日に東京に集結、打合せ等事前の調整を行った上でシンポジウム、討論会、現場

取材にのぞんだ。シンポジウムは、大きな会場で集客数を増やすために、早稲田大学との共催で行った。討論会

は公開・非公開を開催し、より活発な意見交換を行った。現地取材として、山形県高畠町を取材、現地の実践者

とも交流して意見交換を行った。 

助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

4月     企画、早稲田環境塾、毎日新聞、日本環境ジャーナリストの会で役割分担 

4月～5月  人選、交渉 

5月     主会場である水上町との交渉 

6月～7月  資料作成 

8月～9月  ３者の会員、関係者間での事前勉強会の実施 

9月末～10月 実施 

11月～年度内 報道のフォロー、報告書の作成 

       10月のイベント実施時に記事が掲載されなかった場合、後日、報告書を渡したり、 

追加の情報提供を行なうことで、報道につながるよう働きかける。 

平成21年度 「生物多様性と報道の手法」 

平成22年度 「３Ｒと都市、農村」を中心テーマに、循環型農業（北京市留民営）、ＣＯ２ゼロ地区（上海市）、

産業公害都市からグリーンシティへ（瀋陽市）の実践者と記者を招聘。日本で同じ活動の担い手と記者との交流。

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価] 

中国のNGO、報道陣が困難な状況のなか、創造的な工夫を行ない成果を挙げていること、にもかかわらず、日

本の経験から学ぶことが多いと再認識してくれた。今後の交流の意欲も表明された。さらに、両国の主要媒体で、

交流内容が報道され、国民の啓発にも役立った。 

[反省・課題]  

短期のプログラムだったこと、日本の豊富な経験を簡潔に伝える入門書が中国語でないこともあり、背景や事

例の持つ意義の理解が十分でなかったと中国側から言われた。同様のことは日本側にも言えた。今回まとめた報

告書は日中両方の言葉になっているので、理解の一助になる。しかし、ある程度包括的な入門書は必要なので、

少しずつでも作っていきたい。 

持続可能な開発に関し、擁護報道、議題設定報道の重要性をお互い、再認識した。一方、報道の傾向として、

「短い客観記事を、早く、沢山作る」方向が強まる中、どう具体化できるか、一層、報道人の間での議論を深め

たい。 

[今後の展望]  

上述してきたように、日中韓の３カ国は共通点も相違点もある。実践者の活動を、報道人が伝えることで相互

理解が深まり、連携がさらに広がると期待される。 

また、環境問題は継続的に追跡することが大切である。それは地球温暖化問題をみても明らかだ。一つ一つの現

場での現象を追い求めてきたことで、温暖化という異変が明らかにされるようになった。報道人として現場を追

い、実践者の訴えを聞いていく重要性は増すことはあれど、低くなることはない。 
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（特定）ハンガー･フリー･ワールド 
 

活動名 ウガンダ共和国ワキソ県における育苗場建設・植林事業 

活動区分 国内の民間団体が行う開発途上地域の環境保全のための活動 

活動形態 実践 

活動分野 環境保全型農業 

活動の背景 

対象地域があるワキソ県の平成 18 年の調査によると､調理用のタキギや現金収入になる木炭製造､人口増加によ

る焼畑のための伐採で毎年森林が 15%減少しているが､それを補うための植林は行なわれていない｡また､水･土地

環境省気象部の平成19年の報告書によると同県の年間降雨量は平成8年の1,400mmから18年には1,000mmに減

少し､過度の森林伐採による気候変動が農業に影響を与えている｡ 

活動概要 

・ルグジ区、ナッケデ区、トゥンバリ・ルゥエンウェデ区からアニメーター（ボランティアの育苗・植林技術指

導員）として60名を選び、育苗、植林、環境保全型農業、果樹、生産物の利用、販売等に関する研修を３回実施

する。その他に865名の対象者を選び植林研修を実施し、育苗した苗木を配布する。 

・ルグジ区に育苗場､倉庫､井戸､水タンクを設置し､ユーカリ448,000本､ニーム（薬用樹）5,600本､果樹12,000

本の苗木を育てる。育苗場で育てた苗465,600 本を参加者に配布し、植林研修を実施し参加者が自分で用意した

土地373.5haに植樹する。 
期待される効果（目標と将来像） 

１．地域住民が自分たちで苗木を生産できるようになる。 

２．環境保全型農業実施に必要な育苗、植林、樹木管理や栄養に関する知識と技術を参加者が身につける。 

３．将来的にプロジェクト参加者と家族の栄養状態が改善され、収入が増える。 

４．将来的に森林伐採による気候変動を軽減する。 

５．薬用樹の利用により、長期的に住民の健康状態が向上する。 

助成1年目の実施内容 

平成20年7月末から8月初めにかけて、カブンバ区の対象者(女性)120人を対象に趣旨説明、土地の特定、整

地、有機肥料材料収集、対象者への2日間の研修（環境保護、持続可能な農業に関する講義、実習）を実施した。

8月には同区の対象者1人当たりマンゴー、アボカド、オレンジの苗木各7本、合計2,520 本を配布し、対象者

は自分の土地に植林を行なった。 

同年10月初旬にカブブ区の対象者140人に対し2日間の植林研修を実施、苗木合計2,940本を配布し、各対象

者は自分の畑に植林を行なった。その後、必要に応じて植物農薬を散布し、2 地区の苗木の生育状況のモニタリ

ングを継続している。 

 

 

 

 

 

 

 

      

植林研修で説明する講師      実習で果樹の苗を植える女性    苗木に水をやる女性 
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助成2年目の実施内容及び今後のスケジュール（3年目の予定を含む。） 

１． ルグジ区に育苗場を造り、倉庫および播種場を建設し、水タンク４基を設置、台木用のマンゴー、アボカド、

オレンジ、レモンの種および木材用のユーカリ、薬用のニームの種をまいた。また、育苗場の隣にある小学

校の敷地に井戸を１基建設し、育苗場で使用する水を汲んでいる。接ぎ木した苗を畑に移植するまで管理す

る遮光ネットハウスの建設は、85％完了している。 

２． 発芽した芽をプラスチックのポットに移植する作業を現在実施している。 

３． アニメーターに対し、2回研修を実施し、植林の重要性、播種、土の混合、発芽した芽のポットへの移植法、

ポットに移植した芽の管理方法などの指導を行った。 

４． 今年度の今後の予定として、アニメーターへの研修1回、マンゴー、アボカド、オレンジの接ぎ木作業、畑

に移植できるまでに成長した苗木の参加者への配布と栽培方法研修、定期的なモニタリングが予定されてい

る。 

５． 22年度は、引き続き育苗および植林事業を拡大実施するほか、当団体が支援している小学校5校を対象に、

学校植林および環境に関する研修を実施する予定である。 

これまでの活動についての自己評価・今後の展望 

[自己評価]  

森林伐採が進み、乾季の長期化、年間降雨量の減少で農業生産に影響が出ている同国において植林の必要性は

ますます高まっている。8 月の現地視察で昨年度植林を行った２区を訪問し、苗木の状況を観察した。苗木の生

存率は75%から90％で、昨年末から8月初旬まで長引いた乾季を考慮すると良い成績といえる。また、参加者の

意欲も高い。 

[反省・課題]  

苗木の育成作業を実施する女性ボランティアグループの能力を過大評価していたため、必要な苗木数を確保す

るために、専門的な技術を持った労働者をさらに雇う必要が生じた。これは苗木の育成技術を身につけるために、

全部自分たちでやりたいという女性たちの希望を尊重したためでもある。しかし雨季の始まりが遅れ、芽のポッ

トへの移植作業と各自の家の農作業や家事労働が重なり、実際に育苗場で働ける時間が1日1人3時間程度にな

ってしまった。リスク分散のために一部苗木を購入するか、最初から作業が集中する時期に技術を持った労働者

の雇用も考慮に入れるべきであった。 

[今後の展望]  

来年度は、女性ボランティアグループに加え、専門技術を持つ労働者を作業量の多い時期に雇い、苗木の生産

を引き続き行ない、ボランティアグループが育苗の技術を完全に自分たちのものとして身につけられるようにす

る。また、当団体が支援する小学校において学校植林と研修を実施する。 

育苗場の土地はボランティアグループのリーダーである女性から５年間の契約で無料提供を受けている。その

契約は更新可能であり、今後も育苗場としての使用を見込むことができる。 

マンゴーなどの果樹、およびユーカリの植林は収入源としても地元住民から期待されており、住民の植林に対

する意欲は高いので、今後も継続して植林、環境研修を実施する予定である。 

平成22年度頃には果樹が実をつけ始めるので、収穫後の保存、マーケティング、加工技術などの指導も実施し

たい。 
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